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計 画 期 間 平成  18 年 月 平成 20  年 3 月

基 本 方 針 環境負荷低減の継続的活動として、6o2排出量の肖1減、廃案物の排出量削減に取り組み、C02排出量につい

ては1%/年 (原単位)の 削減を目指す。

推 進 体 制 社長を委員長とする全社環境管理委員会と、事業所別の京都工場環境管理委員会の体制の下、活動する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年度 設備、対象、工程等 計 画 内 容

18～ 19 全部門 照明、冷暖房温度の管理の徹底、設備の省エネ等、諸活動を実施する。

18～19 照明器具 老朽化した照明器具を省エネ形に更新する

ダイカスト装置 老朽化したダイカス ト装置を更新し、熱効率向上により都市ガス使用量を削減する

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績)

(17)年 度
〈二酸化炭索換算 (t))

日襟年度 (計四'
(19)年 度

(二酸化炭素損算 〈t))
暉調
∽A事 業所等排出区分 4,837 t 4,740 t -203/e

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 ■1                4,837  t Ⅲ2               4,740 t -20%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減畳
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 (二酸化炭素張寡 (t)'

森林の保全及び整備 (整備面積) ha (吸収畳) t

府内産の木材の利用 〈利用量) IIX〕 (削減a) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(完電曇) kwh 〈削減量〕 t

(熟供給量) C」 (肖U滋畳) t

グリーン電力の購入 (購入■) (自u減畳) t

肖J減量等合計 I Ⅲ
3 t

差引排出畳

〈排出合計―自Ⅲ減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲ1                4 837  t (セ)―“〕            4,740   t - 2 0 %

特 記 事 項 2002年度を基準年度として環境活動に取り組み、2668年度に原単位でC02排出量、
エネルギー使用量は5%常J滅、廃秦物

排出量は15%削 減に取り組んでいる。本社工場の2005年度の実績及び2006年度の活動内容は下記の通り。

12005年 度 C02排 出畳7%(2002年 度比 原単位)削 減
22095年 度 エ ネルギー使用畳 (2002年度比 原単位)を 電気使用量9%削 減、重油使用量3%削 減、都市ガスは14%増

3製 品中の有害化学物質の使用量削減
4グ リーン調達の促進
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